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議   第  １０６  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき下記のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告するとともに承認を求

める。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

記 

 

条 例 第  ３１  号   

令和 ７ 年 ３ 月３１日   

 

   熊本市税条例の一部を改正する条例 

 

熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第６４条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を「（ウに掲

げるものを除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号ウ中「又は」を「（ウ

に掲げるものを除く。）又は」に改め、同号ウを同号エとし、同号イの次に次のよう

に加える。 

ウ 二輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力が４．０キ

ロワット以下のもの 年額 ２，０００円 

 第６６条第２項第５号中「定格出力」の次に「（第６４条第１号ウに掲げる原動機

付自転車にあっては、原動機の総排気量及び最高出力）」を加える。 

 第６８条第２項中「身体障害者又は」を「身体障害者若しくは」に、「を提示する」

を「又はこれらの者の特定免許情報（同法第９５条の２第２項に規定する特定免許情

- 1 -



報をいう。次項において同じ。）が記録された免許情報記録個人番号カード（同条第

４項に規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次項において同じ。）を提示す

る」に改め、同項第５号中「の番号、交付年月日及び」を「又は道路交通法第９５条

の２第２項第１号に規定する免許情報記録（以下この号において「免許情報記録」と

いう。）の番号、運転免許の年月日、運転免許証又は免許情報記録の」に改め、同条

中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当該免許

情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するために必要な措置を

受けなければならない。 

 

附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の熊本市税条例第６４条（第１号に係る部分に限る。）の

規定は、令和７年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和６年

度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 

 （提出理由） 

地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年

法律第７号）等の施行に伴い、熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）について

地方自治法第１７９条第１項の規定により一部改正を行ったので、同条第３項の規

定により市議会に報告し、その承認を求める必要がある。 

  これが、この議案を提出する理由である。 
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議   第  １０７  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

 熊本市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第１条中「及び第２項の」を「から第３項まで及び第５項の」に改める。 

 第２３条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「（以下「定年前再任用短

時間勤務職員」という。）を除く」を「を除く。次条において同じ」に改める。 

 第２４条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項中「部

分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ」を「育児

休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休

業（以下「第１号部分休業」という」に改め、「、勤務時間条例第７条の２第１項に規

定する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。以下この

条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始め

又は終わりにおいて」を削り、同条第２項及び第３項中「部分休業」を「第１号部分

休業」に改め、同条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第２４条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１

項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位

として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該

各号に定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。 
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(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であっ

て、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間

数 

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残

時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２４条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１

日から翌年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で

定める時間） 

第２４条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準と

して条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める

時間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じ

て得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２４条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負

傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定

による申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の

規定による変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就

学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情と

する。 

 第２５条中「職員が」の次に「育児休業法第１９条第１項に規定する」を加える。 

 第２６条を次のように改める。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第２６条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条

例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

 

   附 則 
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１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日

から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請求をする場合におけ

るこの条例による改正後の熊本市職員の育児休業等に関する条例第２４条の４の規

定の適用については、同条第１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５

分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 

  

 （提出理由） 

  地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５

号）の施行に伴い、部分休業制度を拡充するため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １０８  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第１５条第１項中「第１８条の２第１項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

 第１５条の３第１項中「一部」を「全部又は一部」に改め、同条第２項中「１日に

つき２時間を超えない」を「毎年４月１日から翌年３月３１日までの期間ごとに、次

のいずれかに掲げる」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) １日につき２時間を超えない範囲内 

(2) １年につき７７時間３０分を超えない範囲内 

 第１８条の３を第１８条の４とする。 

 第１８条の２第１項中「申告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）」

を「請求等」に改め、同条を第１８条の３とし、第１８条の次に次の１条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１８条の２ 任命権者は、熊本市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第

３号）第２７条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の規定による申出をした

職員（以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時

両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 
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(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係

る申出職員の意向を確認するための措置 

(3) 熊本市職員の育児休業等に関する条例第２７条の規定による申出に係る子の

心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の

日以後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の

支障となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措

置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」

という。）に対して、人事委員会規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期

両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭

の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活と

の両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認する

ための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取

扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、

公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という。）から令和８年３月３１日

までの日における子育て支援時間の承認の請求をする場合におけるこの条例による

改正後の熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（次項において「新条例」と

いう。）第１５条の３第２項の規定の適用については、同条第２号中「７７時間３０

分」とあるのは「３８時間４５分」とする。 
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３ 任命権者は、施行日前においても、新条例第１８条の２第２項の規定の例により、

同項各号に掲げる措置を講ずることができる。この場合において、その講じられた

措置は、施行日以後は、同項の規定により講じられたものとみなす。 

 

 （提出理由） 

  子育て支援時間制度を拡充するとともに、本市職員が仕事と育児の両立支援制度

等を利用しやすい勤務環境を整備するため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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                     議   第  １０９  号   

                     令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市附属機関設置条例の一部改正について 

 

 熊本市附属機関設置条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 

熊本市附属機関設置条例（平成１９年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表１の表に次のように加える。 

９３ 

熊本市人権尊重のまち

づくり条例（仮称）検討

委員会 

熊本市人権尊重のまちづくり条例（仮称）を策定

するため、必要な事項を審議する。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提出理由） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づく附

属機関を設置するため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１０  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市長等の給料の特例に関する条例の制定について 

 

 熊本市長等の給料の特例に関する条例を次のように制定する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市長等の給料の特例に関する条例 

 

（市長及び副市長の給料の特例） 

第１条 令和７年７月１日から同年９月３０日までの期間（以下「特例期間」という。）

における市長及び副市長の給料月額は、熊本市長等の給与に関する条例（昭和３１

年条例第２６号）第２条の規定にかかわらず、同条に規定する額から当該額に  

１００分の２０（副市長にあっては、１００分の１０）を乗じて得た額を減じて得

た額とする。ただし、手当の算出の基礎となる給料月額は、同条に規定する額とす

る。 

 （交通事業の管理者の給料の特例）  

第２条 特例期間における交通事業の管理者の給料月額は、熊本市企業管理者の給与

に関する条例（昭和４１年条例第４８号）第２条の規定にかかわらず、同条に規定

する額から当該額に１００分の２０を乗じて得た額を減じて得た額とする。ただし、

手当の算出の基礎となる給料月額は、同条に規定する額とする。 

 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例は、令和７年９月３０日限り、その効力を失う。 

 

 （提出理由） 

  市長等の給料の特例を定めるため、この条例を制定する必要がある。 
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  これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１１  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正 

について 

 

 熊本市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を次のように改

正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

 

 熊本市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第 

５８号）の一部を次のように改正する。 

  

 別表第１中２の項を削り、３の項を２の項とし、４の項から１５の項までを１項ず

つ繰り上げる。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年７月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第９条

第１項に規定する準法定事務及び準法定事務処理者を定める命令（令和６年デジタ

ル庁、総務省令第８号）の施行に伴い、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第９条第２項の条例で

定める事務に関する規定を整備するため、所要の改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１２  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市税条例の一部改正について 

 

 熊本市税条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市税条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条第２項中「第２条第７号」を「第２条第１項第７号」に改める。 

 第１３条中「は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をいう。以

下この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下

「施行規則」という。）第１条の８第１項に規定する方法により不特定多数の者が閲

覧することができる状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を」

を加え、「掲示して行う」を「掲示し、又は公示事項を市の事務所に設置した電子計

算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることに

よってする」に改める。 

 第１３条の３中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規

則」という。）」を「施行規則」に改める。 

 第２７条中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除額」に改め

る。 

 第２８条の２第１項ただし書中「若しくは法第３１４条の２第４項」を「、法第 

３１４条の２第４項」に改め、「扶養控除額」の次に「若しくは特定親族特別控除額

（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第２８条の３の２第１

項第３号及び第２８条の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万

円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」を加え、同条第９項中「第２条第
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１５項」を「第２条第１６項」に改める。 

 第２８条の３の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

 第２８条の３の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退職手当等

に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）」

を加え、同項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

 第４１条の２第１項第２号中「１００の０．７」を「１００分の０．７」に改める。 

 第４２条第１項第１号及び第１３１条第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」

に改める。 

 附則第１０条の２第１６項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３７項」

に改める。 

 附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項の次に次の１項を加

える。 

１４ 市長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分

所有に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、マン

ションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第５条の

２第１項に規定する管理組合の管理者等から法附則第１５条の９の３第２項に規定

する期間内に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、

当該特定マンションが法附則第１５条の９の３第１項に規定する要件に該当すると

認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を適用することが

できる。 

 附則第１０条の５を削る。 

 附則第１６条の２の次に次の１条を加える。 

 （加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第１６条の２の２ 令和８年４月１日以後に第７４条の２第１項の売渡し又は同条第

２項の売渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。）が行われた加

熱式たばこ（第７４条第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第７５条の２の規定

により製造たばことみなされるものを含む。以下この条において同じ。）に係る第

７６条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項の規定にかかわらず、当分の間、

次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める方法により換算した紙巻たばこ（第

７４条第１号アに掲げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項において同じ。）
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の本数によるものとする。 

 (1) 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を原料の

全部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式た

ばこ（当該葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規則附則第８条の

４の２に規定するところにより直接加熱することによって喫煙の用に供される

ものに限る。） 当該加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則附則第

８条の４の３に規定するものに係る部分の重量を除く。以下この項から第３項

までにおいて同じ。）の０．３５グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方

法。ただし、当該加熱式たばこの１本当たりの重量が０．３５グラム未満であ

る場合にあっては、当該加熱式たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算

する方法 

 (2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の０．２グ

ラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの

品目ごとの１個当たりの重量が４グラム未満である場合にあっては、当該加熱

式たばこの品目ごとの１個をもって紙巻たばこの２０本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を受ける

もの及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙巻た

ばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこの品

目ごとの１個当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量

を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計重量を紙巻たばこの本数に換算す

る方法により行うものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に０．１

グラム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第７５条の２の規定により製造たばことみ

なされるものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定

は、適用しない。 

 (1) 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

(2) 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第７５条の２の規定により製造たばこ

とみなされるものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ（同条の

規定により製造たばことみなされるものに限る。）であって当該加熱式たばこの
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みの品目のもの 

附則第２１条中「第３４項まで、第３７項、第３８項、第４２項若しくは第４５項」

を「第３３項まで、第３６項、第３７項、第４１項若しくは第４４項」に改める。 

 附則第２５条第１項中「令和７年３月３１日」を「令和１０年３月３１日」に改め

る。 

 

   附 則 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第２７条、第２８条の２第１項ただし書、第２８条の３の２第１項第３号及

び第２８条の３の３第１項の改正規定並びに附則第４条の規定 令和８年１月

１日 

 (2) 附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第６条の規定 令和

８年４月１日 

 (3) 第１３条及び第１３条の３の改正規定並びに附則第３条の規定 公布の日又

は地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２

号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日 

第２条 この条例による改正後の熊本市税条例（以下「新条例」という。）附則第 

２５条の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

 （公示送達に関する経過措置） 

第３条 新条例第１３条の規定は、附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日以後に

する公示送達について適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例に

よる。 

 （市民税に関する経過措置） 

第４条 新条例第２７条及び第２８条の２第１項ただし書の規定は、令和８年度以後

の年度分の個人の市民税について適用し、令和７年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第２８条の２第１

項の規定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親族（同

- 20 -



条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第２８条の３の２第１項第３号及び

第２８条の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下であ

るものに限る。）に係るものを除く。）」とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第２８条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行

の日（以下「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例第２８条の２

第１項ただし書に規定する給与について提出する新条例第２８条の３の２第１項及

び第３項の規定による申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべきこ

の条例による改正前の熊本市税条例（以下「旧条例」という。）第２８条の２第１

項ただし書に規定する給与について提出した旧条例第２８条の３の２第１項及び第

３項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

４ 新条例第２８条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき所

得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等

（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公

的年金等」という。）について提出する新条例第２８条の３の３第１項の規定によ

る申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提

出した旧条例第２８条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の

例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第５条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、令和６年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 次項に定めるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課

した、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１６条の２の２第１項に

規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る市たばこ税については、

なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、熊本市税条例第７４条の２第

１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係

る同条例第７６条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条例附則第１６

条の２の２の規定にかかわらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるもの
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とする。 

(1) 熊本市税条例第７６条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則

第１６条の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の

本数に０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

 (2) 新条例附則第１６条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に  

０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数

を切り捨てるものとする。 

 

（提出理由） 

  地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年

法律第７号）等の施行に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１３  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市消防団員の退職報償金に関する条例の一部改正について 

 

 熊本市消防団員の退職報償金に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市消防団員の退職報償金に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市消防団員の退職報償金に関する条例（昭和３９年条例第６８号）の一部を次

のように改正する。 

 

 別表中 

「 

勤務年数 

5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 
30年以上 

千円 
239 

千円 
344 

千円 
459 

千円 
594 

千円 
779 

千円 
979 

229 329 429 534 709 909 

219 318 413 513 659 849 

214 303 388 478 624 809 

204 283 358 438 564 734 

200 264 334 409 519 689 

                               」 

               を 
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「 

勤務年数 

5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 

30年以上 

35年未満 
35年以上 

千円 
239 

千円 
344 

千円 
459 

千円 
594 

千円 
779 

千円 
979 

千円 
1,079 

229 329 429 534 709 909 1,009 

219 318 413 513 659 849 949 

214 303 388 478 624 809 909 

204 283 358 438 564 734 834 

200 264 334 409 519 689 789 

                                    」 

に改める。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の熊本市消防団員の退職報償金に関する条例(以下「新条

例」という。)別表の規定は、令和７年４月１日（以下「適用日」という。）以後に

退職した消防団員(次項において「新条例の適用を受ける消防団員」という。)につ

いて適用し、適用日前に退職した消防団員については、なお従前の例による。 

３ 適用日からこの条例の施行の日の前日までの間において、新条例の適用を受ける

消防団員について支給されたこの条例による改正前の熊本市消防団員の退職報償金

に関する条例の規定に基づく退職報償金は、新条例の規定に基づく退職報償金の内

払とみなす。 

  

 （提出理由） 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令

（令和６年政令第３９４号）の施行に伴い、本市もこれに準じて所要の改正を行う
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必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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                     議   第  １１４  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

 

 熊本市消防団員等公務災害補償条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第３９号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

第５条第２項第２号中「９，１００円」を「９，７００円」に改め、同号ただし書

中「１４，２００円」を「１４，５００円」に改め、同条第３項中「又は第３号から

第６号までのいずれか」を削り、「２１７円」を「１００円」に、「３３３円」を     

「３８３円を、第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人

につき２１７円」に改め、同条第４項中「（以下この項において「特定期間」という。）」

を削り、「特定期間に」を「当該期間に」に改める。 

別表中「１２，５００」を「１２，９００」に、「１３，３５０」を「１３，７００」

に、「１４，２００」を「１４，５００」に、「１０，８００」を「１１，３００」に、

「１１，６５０」を「１２，１００」に、「９，１００」を「９，７００」に、        

「９，９５０」を「１０，５００」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の熊本市消防団員等公務災害補償条例（以下「新条例」と
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いう。）第５条第２項第２号及び別表の規定は、適用日以後の期間に係る補償（令和

７年４月１日（以下「適用日」という。）以後に支給すべき事由の生じた損害補償並

びに適用日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の期間に係る傷病補償年金、障

害補償年金及び遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」という。）をいう。以下同じ。）

について適用し、適用日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を

除く。）及び適用日前に支給すべき事由の生じた適用日前の期間に係る傷病補償年

金等については、なお従前の例による。 

３ 新条例第５条第３項の規定は、その者に係る第１号に掲げる額が第２号に掲げる

額を上回る場合に限り、適用日以後の期間に係る補償について適用し、適用日前に

支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び適用日前に支給

すべき事由の生じた適用日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の

例による。 

(1) 適用日以後の期間に係る補償の基礎となる補償基礎額の算定について、新条

例第５条第３項の規定を適用したならば同条第２項の規定による金額に加算す

べきこととなる金額の合計額 

(2) 適用日以後の期間に係る補償の基礎となる補償基礎額の算定について、この

条例による改正前の熊本市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）

第５条第３項の規定を適用したならば同条第２項の規定による金額に加算すべ

きこととなる金額の合計額 

４ 適用日からこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間にお

いて、旧条例の規定に基づく傷病補償年金等（適用日から施行日の前日までの間に

係る分に限る。）及び旧条例の規定に基づくその他の損害補償（適用日から施行日

の前日までの間に支給すべき事由の生じたものに限る。）として支払われた金額は、

これらに相当する新条例の規定に基づく損害補償の内払とみなす。 

 

 （提出理由） 

  非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令（令

和７年政令第３７号）の施行に伴い、非常勤消防団員等の損害補償に係る補償基礎

額の改定をするため、所要の改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１５  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市立学校部活動支援基金条例の制定について 

 

 熊本市立学校部活動支援基金条例を次のように制定する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市立学校部活動支援基金条例 

 

（設置） 

第１条 市立学校の部活動の持続可能な運営に要する経費の財源に充てるため、熊本

市立学校部活動支援基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、寄附金及び一般会計歳入歳出予算で定める額と

する。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ最も確実かつ有利な有価証券に代えることがで

きる。 

（繰替運用） 

第４条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて基金に属する現金を歳入歳出現金に繰り替えて運用することができ

る。 

 （運用益金の処理） 

第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上し、第１条に規

定する経費の財源に充てるものとし、剰余金のある場合には、これを基金に編入す

るものとする。 
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（処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する経費の財源に充てる場合に限り、その全部又は一

部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理及び運用に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（提出理由） 

市立学校の部活動の持続可能な運営に要する経費の財源に充てるための熊本市

立学校部活動支援基金を設置するため、この条例を制定する必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１６  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市立総合ビジネス専門学校条例の一部改正について 

 

熊本市立総合ビジネス専門学校条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市立総合ビジネス専門学校条例の一部を改正する条例 

 

熊本市立総合ビジネス専門学校条例（平成２年条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

 

第５条第３号中「第８条第１項の規定により」を「第４条第１項に規定する」に改

める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の熊本市立総合ビジネス

専門学校条例の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

 

 （提出理由） 

大学等における修学の支援に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第

１７号）の施行に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１７  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市火葬場条例の一部改正について 

 

 熊本市火葬場条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市火葬場条例の一部を改正する条例 

 

熊本市火葬場条例（平成１０年条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条の表熊本市植木火葬場の項中「植木町滴水６２８番地１」を「植木町滴水  

６２６番地」に改める。 

 

   附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

植木火葬場の移転に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１８  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市民生委員定数条例の一部改正について 

 

 熊本市民生委員定数条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市民生委員定数条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市民生委員定数条例（平成２６年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 本則中「１，４６９人」を「１，４７５人」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年１２月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  本市の区域に置かれる民生委員の定数の見直しをするため、所要の改正を行う必

要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １１９  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市老人憩の家条例の一部改正について 

 

 熊本市老人憩の家条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市老人憩の家条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市老人憩の家条例（昭和４８年条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条の表中１９の項を削り、２０の項を１９の項とし、２１の項から１２６の項

までを１項ずつ繰り上げる。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  白坪老人憩の家を廃止するため、所要の改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １２０  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部改正について 

 

 熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次のよ

うに改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 

 熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条

例第６１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１項中「第５項」を「第７項」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  子ども・子育て支援法施行規則等の一部を改正する内閣府令（令和７年内閣府令

第７号）の施行による家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年

厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １２１  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正

について 

 

熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を次のように改

正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する

条例 

 

 熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成２０年条例第 

１１６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２２条第２項第１号中「（フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度

任用職員にあっては、満３歳）」を削り、「一部」を「全部又は一部」に改め、同項第

７号中「（フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度任用職員にあっては、

満３歳に達する日の翌日）」を削り、「一部」を「全部又は一部」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５

号）の施行に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １２２  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市上下水道事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部

改正について 

 

熊本市上下水道事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を次のよう

に改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市上下水道事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正

する条例 

 

 熊本市上下水道事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和４１年条例

第５０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１５条第２項第１号中「（フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度

任用職員にあっては、満３歳）」を削り、「一部」を「全部又は一部」に改め、同項第

７号中「（フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度任用職員にあっては、

満３歳に達する日の翌日）」を削り、「一部」を「全部又は一部」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５

号）の施行に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １２３  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正につい

て 

 

熊本市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市風致地区内における建築等の規制に関する条例（平成２３年条例第８６号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第２項第１３号ウ中「第６４条第１項第２号」を「第２０条の３第９項」に、

「同号」を「同項」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  放送法の一部を改正する法律（令和６年法律第３６号）の施行に伴い、所要の改

正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議   第  １２４  号 

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

熊本市交通事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正

について 

 

熊本市交通事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を次のように改

正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市交通事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する

条例 

 

 熊本市交通事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２８年条例第 

１９号）の一部を次のように改正する。 

 

第１４条第２項第１号中「（フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度

任用職員にあっては、満３歳）」を削り、「一部」を「全部又は一部」に改め、同項第

７号中「（フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度任用職員にあっては、

満３歳に達する日の翌日）」を削り、「一部」を「全部又は一部」に改める。 

 

   附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

（提出理由） 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５

号）の施行に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

   市道の認定について 

 

 市道を次のように認定する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

議案番号 路 線 名 
起      点 重要な 

経過地 終      点 

議第１２５号 
月出７丁目 

第５号線 

東区月出７丁目２４３２番５３０ 地先 
 

東区月出７丁目２４３２番５１５ 地先 

議第１２６号 
画図町下無田 

第４３号線 

東区画図町大字下無田１７６４番４ 地先 
 

東区画図町大字下無田１７６８番６ 地先 

議第１２７号 
御幸木部２丁

目 

第５号線 

南区御幸木部２丁目３２０８番１１ 地先 
 

南区御幸木部２丁目３２０８番１６ 地先 

議第１２８号 

御幸木部２丁

目 

第６号線 

南区御幸木部２丁目３２０８番１４ 地先 
 

南区御幸木部２丁目３２０８番１０ 地先 

議第１２９号 
御幸木部３丁

目 

第１１号線 

南区御幸木部３丁目３１２６番２ 地先 
 

南区御幸木部３丁目３１２６番９ 地先 

議第１３０号 
野田２丁目 

第２号線 

南区野田２丁目２６１番２ 地先 
 

南区野田２丁目２５８番１８ 地先 

議第１３１号 
荒尾１丁目 

第５号線 

南区荒尾１丁目１９４６番１ 地先 
 

南区荒尾１丁目１９４６番６ 地先 

議第１３２号 
戸島西２丁目 

第１号線 

東区戸島西２丁目３３６７番２３ 地先 
 

東区戸島西２丁目３３６７番２２ 地先 

議第１３３号 
長嶺東４丁目 

第９号線 

東区長嶺東４丁目１５０８番１ 地先 
 

東区長嶺東４丁目１５０８番１５ 地先 

議第１３４号 
長嶺南７丁目 

第１６号線 

東区長嶺南７丁目１５５３番１ 地先 
 

東区長嶺南７丁目１５５３番１０ 地先 
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議案番号 路 線 名 
起      点 重要な 

経過地 終      点 

議第１３５号 
御領１丁目 

第６号線 

東区御領１丁目３５３６番１３ 地先 
 

東区御領１丁目３５３６番１５ 地先 

議第１３６号 
小山４丁目 

第１６号線 

東区小山４丁目１２９１番１ 地先 
 

東区小山４丁目１３０１番１１ 地先 

議第１３７号 
楠野町 

第２１号線 

北区楠野町１３８６番７ 地先 
 

北区楠野町１３８６番１０ 地先 

議第１３８号 
杉島 

第４４号線 

南区富合町杉島１４４７番２４ 地先 
 

南区富合町杉島１４４７番１３ 地先 

議第１３９号 
廻江 

第１５号線 

南区富合町廻江６９１番９ 地先 
 

南区富合町廻江６９１番１９ 地先 

議第１４０号 
千町 

第３６号線 

南区城南町千町２３５７番１２ 地先 
 

南区城南町千町２３５７番６ 地先 

議第１４１号 
楠６丁目 

第７号線 

北区楠６丁目１８８３番２ 地先 
 

北区楠６丁目１８８３番１０ 地先 

議第１４２号 
楠７丁目 

第１２号線 

北区楠７丁目１３２７番１４ 地先 
 

北区楠７丁目１３２８番４ 地先 

議第１４３号 

武蔵ケ丘６丁

目 

第１号線 

北区武蔵ケ丘６丁目１５４７番２ 地先 
 

北区武蔵ケ丘６丁目１５４７番１２ 地先 

議第１４４号 
戸島５丁目 

第１４号線 

東区戸島５丁目１０９番２ 地先 
 

東区戸島５丁目９８番１ 地先 

議第１４５号 
八分字町 

第３９号線 

南区八分字町２６６８番１ 地先 
 

南区八分字町２６６９番７ 地先 

議第１４６号 
滴水 

第４７号線 

北区植木町滴水１０７４番８ 地先 
 

北区植木町滴水１０７６番５ 地先 

 

（提出理由） 

  次の事由に伴う市道認定について、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条

第２項の規定に基づき、市議会の議決を求める必要がある。 
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  これが、この議案を提出する理由である。 

  (1) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３９条の規定に基づく管理帰属 

(2) 地元要望 
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議   第  １４７  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

和解の成立について 

 

熊本市立中学校の校長に係る損害賠償請求事件について、熊本地方裁判所の和解勧

告に従い、次のとおり和解を成立させる。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

１ 相手方  

熊本市立中学校の生徒であった者 

２ 事件名 

  熊本地方裁判所 令和６年（ワ）第１２１号 損害賠償請求事件 

３ 主な請求内容 

  相手方は、市に対し、金３３０万円及びこれに対する令和３年３月５日から支払

済みまで年３分の割合による金員を支払うよう請求する。 

４ 和解条項 

(1) 市は、相手方に対し、令和３年３月５日の校長室における話し合いにおいて、

当時の学校長が当時不登校であった相手方にとって威圧的と感じるような言動

をしたことについて、遺憾の意を表する。 

(2) 市は、本件の重要性に鑑み、今後、教育の現場において、より一層、一人一人

の生徒の特性に配慮した対応を心掛けて対応するよう指導することを約束する。 

(3) 相手方は、その余の請求を放棄する。 

(4) 相手方及び市は、相手方と市との間には、この和解条項に定めるもののほかに

何らの債権債務がないことを相互に確認する。 

(5) 訴訟費用は、各自の負担とする。 

 

（提出理由） 

  熊本市立中学校の校長に係る損害賠償請求事件について、熊本地方裁判所の和解
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勧告に従い、和解を成立させるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第   

９６条第１項第１２号の規定に基づき、市議会の議決を求める必要がある。 

  これが、この議案を提出する理由である。 
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議   第  １４８  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

和解の成立について 

 

損害賠償金等の支払に係る求償金請求事件について、熊本地方裁判所の和解勧告に

従い、次のとおり和解を成立させる。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

１ 相手方 

  福岡高等裁判所令和３年（ネ）第５７４号損害賠償請求等控訴事件の確定判決に

より市と連帯して損害賠償金等の支払を命じられた者（３人） 

２ 事件名 

  熊本地方裁判所 令和６年（ワ）第１３２号 求償金請求事件 

３ 主な請求内容 

 (1) 市は、相手方のうちの１人に対し、金２９９１万２９９３円及びこれに対する

訴状送達の日の翌日から支払済みまで年３分の割合による金員を支払うよう請

求する。 

 (2) 市は、相手方のうちの残りの２人に対し、それぞれ金１４９５万６４９６円及

びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで年３分の割合による金員

を支払うよう請求する。 

４ 和解条項 

 (1) 相手方は、市に対し、本件解決金として、３０００万円を連帯して支払う義務

があることを認める。 

 (2) 市及び相手方は、相手方が、和解成立日までに前号の解決金の支払原資を調達

し、相手方の訴訟代理人弁護士の預り金として管理していることを確認する。 

 (3) 相手方は、市に対し、第１号の金員を、和解成立日の２週間後の日限り、市の

指定する口座に振り込む方法により連帯して支払う。この振込手数料は相手方の

負担とする。 
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 (4) 市は、その余の請求を放棄する。 

 (5) 市及び相手方は、市と相手方との間に、本件に関し、本和解条項に定めるもの

のほか何らの債権債務のないことを相互に確認する。 

 (6) 訴訟費用は、各自の負担とする。 

 

 （提出理由） 

  損害賠償金等の支払に係る求償金請求事件について、熊本地方裁判所の和解勧告

に従い、和解を成立させるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第１２号の規定に基づき、市議会の議決を求める必要がある。 

  これが、この議案を提出する理由である。 
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議   第  １４９  号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

工事請負契約締結について 

 

 工事請負に関し、次のように契約を締結する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

１ 工 事 名  （長寿命・省エネ化）西区役所（旧棟）外部改修工事 

２ 請 負 金 額  ３０８，０００，０００円 

３ 契約の相手方  マコト・バンズ建設工事共同企業体 

代表者 熊本市南区田迎６丁目５番１８号 

              マコト建設 株式会社 

              代表取締役 渡邉 武継 

         

              熊本市東区健軍２丁目２５番１号 

              株式会社 バンズ 

              代表取締役 宮﨑 聖二郎 

 

 （提出理由） 

  工事請負契約締結について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第５号及び熊本市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（昭和３９年条例第１６号）第２条の規定に基づき、市議会の議決を求める必

要がある｡ 

これが、この議案を提出する理由である。 
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報   第   １２   号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

予算繰越計算書について 

   

令和６年度熊本市一般会計、農業集落排水事業会計、競輪事業会計の繰越計算書を

次のように調製したので報告する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 
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報   第   １３   号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

予算繰越計算書について 

 

令和６年度熊本市一般会計の事故繰越し繰越計算書を次のように調製したので報告

する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 
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報   第   １４   号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

予算繰越計算書について 

 

熊本市上下水道事業管理者から令和６年度熊本市水道事業会計予算繰越の使用に関

する計画について、次のように報告があったので報告する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

 

 

- 69 -



- 70 -



  

報   第   １５   号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

予算繰越計算書について 

 

熊本市上下水道事業管理者から令和６年度熊本市下水道事業会計予算繰越の使用に

関する計画について、次のように報告があったので報告する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 
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報   第   １６   号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

予算繰越計算書について 

   

熊本市交通事業管理者から令和６年度熊本市交通事業会計予算繰越の使用に関する

計画について、次のように報告があったので報告する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 
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報   第   １７   号   

令和 ７ 年 ６ 月１０日提出   

 

専決処分の報告について 

 

 工事請負契約の変更について、次のように専決処分したので、これを報告する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

工事請負契約の変更についての専決処分 

 

１ 工 事 名  一般県道砂原四方寄線（池上工区）谷尾崎高架橋（Ｐ２）上部

工工事 

２ 請 負 金 額  「９８０，１８３，０９６円」を 

「１，０３８，７５４，３５８円」に変更 

３ 契約の相手方  熊本市中央区水前寺６丁目５０番２５号 

川田建設 株式会社 熊本営業所 

所長 他力 浩隆 

４ 専 決 日  令和７年３月２５日 

 

 （提出理由） 

 工事請負契約の変更について、熊本市長の専決処分事項に関する条例（昭和４１

年条例第２５号）第３号の規定に基づき専決処分したので、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１８０条第２項の規定に基づき、市議会に報告するものである。 
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